
平成１３年度当初予算 基本事務事業目的評価表

特定プロジェクト研究事業［基本事務事業名］
平成１２年１０月２６日［評価年月日］
科学技術振興センター［主担当部課名］
科学技術振興センター所長［記入課名・課長名］

１ 総合計画の政策体系上の位置づけ
（Ⅳ－３）技術の高度化と競争力の強化 （Ⅳ－２）戦略的な産業振興政策 ：

（Ⅴ－１）交流の促進

（Ⅳ－３－１）技術の高度化の促進 (Ⅳ－２－２）新規成長産業の振興と基盤整備施策 ：
（Ⅴ－１－４）科学技術交流の推進

・公設試験研究機関特許取得件数総合計画の目標項目 ：
・環境関連技術研究件数
・共同研究の件数

：波及効果・副次的効果を及ぼすと考えられる施策
・健康づくりと保健予防の推進
・創造的人材の育成・確保

２ 基本事務事業を巡る環境変化（過去、現状、将来）
・国において科学技術基本法が制定され、地域において産業技術の高度化や新産業・新技術の
創出を目指した科学技術振興が求められている。
・県においては、平成１０年科学技術振興センターを設置、平成１１年度に科学技術振興ビジ
ョンを策定し、県民ニーズや産業界のニーズを踏まえて、学術的な分野の研究や組織の枠を
越えた産学官の共同研究を推進することとしている。
・さらに、地球環境問題の深刻化など県民生活を脅かす様々な課題が顕在化するなか、暮らし
の安全性などへの関心が高まっており、これらに対応する研究開発・技術開発が求められて
いる。
・このことから、新産業を創出する研究開発 「環境先進県」を目指す研究開発に集中的に取、
り組む必要がある。

３ 基本事務事業の目的と成果
3-(1) 対象と意図（何をどういう状態にしたいのか）
特定の研究課題に集中的に取り組み、新産業の創出、薬事工業の振興や資源循環型社会の構
築に発展させる。

3-(2) 成果指標名・成果指標式（総合計画の目標項目には＊を付す）
・共同研究の件数 ＊
・公設試験研究機関特許取得件数 ＊
・研究成果の移転件数 ＊
・技術開発件数
・公設試験研究機関特許出願件数

②変更した場合の成果指標名・成果指標式

3-(3) 設定した成果指標に関する説明（指標動向に影響する要因、指標の有用性、設定の理由など）
・共同研究の件数：県民ニーズや産業界のニーズに対応した研究開発を推進するため、地域
の産学官が連携した共同研究を推進する。
・特許取得件数：新産業の育成等研究成果を産業界へ技術移転するため特許を取得する。
・研究成果の移転件数：研究成果を産業界へ技術移転する。
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・技術開発件数：新しい製造技術、新製品を開発する。
・特許出願件数：技術開発の成果を特許出願する。

3-(4) 結果（施策における2010年度の目標）
・工業系試験研究機関による産学官共同研究件数 ２５件
・研究成果の技術移転件数 ３５件

４ 基本事務事業の評価
4-(1) 前年度（H1１年度）における基本事務事業の結果評価
①前年度に行った内容と成果
①地域結集型共同研究事業（テ－マ 植物資源高度循環活用システムの確立）への応募の事前調査
②薬事工業技術基盤整備事業基礎調査

②前年度に残った課題
①産業界、大学等との連携強化
②新規事業として 「薬事工業技術サポートネットワーク事業」の実施方針の検討、

4-(2)本年度(1２年度)における基本事務事業の見込み評価
①本年度行っている内容と本年度終了時に見込まれる成果
①地域結集型共同研究事業の不採択のための研究計画の変更及び変更した研究の推進
②薬事関係公設試験研究機能整備事業により、薬事関係基礎技術の調査研究と、薬事工業に対する
技術研究支援策の策定
③科学技術振興調整事業の実施（ＲＤＦ焼却灰のリサイクル技術）

②本年度残ると思われる課題
①地域結集型共同研究の再構築
②共同研究の成果の実用化等技術移転
②「薬事関連工業の安全対策と振興に向けた公設試の機能強化、連携のあり方検討調査」に基づく
の実施計画の推進

５ 基本事務事業の改革方向
新産業の創造、薬事工業の振興や資源循環型社会の構築に発展する研究プロジェクトの推進①
②特許取得の促進
③研究成果の技術移転の促進
④研究員の資質向上

６ 成果指標値及びコスト等の推移
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成果指標値 総合計画 予算額等 必要概算（千円）

（時間） （千円）目 標 実 績 目標数値 所要時間 コスト

実績 － －前々年度
（ ）(H１０年度) １０ １１ ４０ ４８

－ －

－ －前年度
１０ １０ （５２） － －(H1１年度)

５６，６７５本年度
１０ １０ （４９） １８，５００ １３３，４５０(H1２年度)

－ －本年度補正後
－ －(H1２年度)

４８，０６５翌年度
１０ ４５ ２４，４００ １５０，３０１(H1３年度)

計画目標年次
１０ ４５(H１３年度)

成果指標は代表として、公設試験研究機関特許出願件数とし、総合計画目標数値は代表として共同研
究件数とした。
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８ 基本事務事業を構成する事務事業の詳細
※ 新規事務事業には、事務事業名に（新）を付す

事務事業名 １３年度 予算額 １３年度 所要時間
（担当課） 成果指標名 事務事業の概要 予算額 前年度比 所要時間 前年度比

（千円） （±千円） （時間） （±時間）

リグニン誘導体を利用 ・公設試験研究機関特 植物資源に含まれるリグニンを新規分子素材としてのリグニ
31,545 9,000 8,000した環境調和型材料の 許出願件数 ン誘導体に変換し、分子内スイッチ機能を付与する。こうし △ △20,015

開発事業費 ・新製品数 たリグニン誘導体を工業原料として、木材、プラスチック等
・開発技術活用企業数 と複合させ、環境調和型材料を開発する。

（新）薬事関係公設試 ・工業系試験研究機関 ・医薬品製剤研究施設整備事業
11,471 6,356 11,400 9,900験研究機能整備事業 による産学官共同研究 ・三重県内天然資源を活用した医薬品原料等開発と地域産業

件数 活性化に関する研究
・薬事関係研究事業件 ・新製品開発のための固形製剤の評価技術
数 ・薬事関係研究事務事業

（新）水熱反応による ・技術開発件数 水熱反応を利用したＲＤＦ焼却灰を多孔質へ（ゼオライト、
ＲＤＦ焼却灰のリサイ ・技術開発公表件数 トバモライト）合成する技術が確立しつつあることから、こ ー5,049 5,049 4,000
クル技術に関する研究 の多孔質体の有効利用（吸着剤、土壌改良剤等）を図る。


